










































ございますけれども、私どもは 1990 年から 5 年に 1 回全国調査をやっており
ます。1990 年のときに、いわゆる雇用されている手話通訳者というのはだい















































































地域で養成しているのはボランティア・ベースです。これで 170 時間、160 時
間の時間で養成しているわけですけれども、ほとんどの方が養成講座を修了



































































る職員を全市町村で雇用 ( 正職員 ) する。
　※配置根拠は、障害者権利条約をもとに新たな法制度の中で設ける。　
　→障害者権利条約第９条 (e)。合理的配慮としては同第９条 (a)。「障がい者制度改革
推進法（案）」の第２条二、三、四及び第 11 条への記載。
【説明】
　◯聴覚障害者が円滑に利用できる相談支援事業は、社会参加や福祉制度利用を進
めるにあたり必須であるという観点から、全市町村に手話によるコミュニケーショ
ンに熟達した相談支援担当者（手話通訳ができるケースワーカーを含む）または手
話通訳者の正職員雇用を求める。
　◯雇用される職員は、専門的知識とスキルを活かしながら事業の企画提案が可能
な立場の正職員であることが必要になる。
　◯手話通訳ができる正職員の雇用は、災害発生時や感染症の通訳等登録手話通訳
者では対応が困難な場面において、聴覚障害者住民の情報保障に必須の存在となる。
　◯これらの方向は、障害者権利条約の規定・理念に合致している。
　※参考
　◯障害者権利条約第９条
　　２　締約国はまた、次のことのための適当な措置をとる
　　(a)　公衆に開放され、又は提供される施設及びサービスの利用可能性に関する　
　　　最低基準及び指針の実施を発展させ、公表し、及び監視すること。
　　(e)　公衆に開放された建物その他の施設の利用可能性を容易にするための生活
　　　　支援及び仲介する者（案内者、朗読者及び専門の手話通訳者を含む。）を提
　　　　供すること。
21第 11 章　手話通訳制度に関する全通研からの提言
　◯障がい者制度改革推進法（案）
第二条 障がい者制度改革は、次に掲げる事項を基本として行われるものとする。 
 一 障がい者に対する給付、手当等の根拠となる制度について、障がい者の自立及び
社会参加のために必要な水準の給付、手当等が確保され、かつ、障がい者の意思が
真に尊重されたものとすること。 
 二 障がい者の日常生活及び社会生活の基盤について、障がい者の自立及び社会参加
のために必要な整備を推進すること。 
 三 障がい者がその権利を擁護され、かつ、差別を受けないようにすること等、障害
者権利条約において締約国が措置をとることとされている事項を達成すること。 
 四 何らかの障害により自立及び社会参加のために支援を必要とする者を広く施策の
対象とするとともに、その者の年齢及び障害の状態に応じて必要な支援を的確に講
ずること。 
第十一条 障害の種類に応じた方法により、障がい者が国及び地方公共団体の事務に
関する情報を容易に入手できるようにするとともに、障がい者に対し公共分野にお
けるサービスの利用に係る情報を積極的に提供するための措置を講ずるものとする。 
２ 電気通信及び放送その他の情報の提供に係る役務の提供並びに電子計算機及びそ
の関連装置その他情報通信機器の製造等を行う事業者が当該役務の提供又は当該機
器の製造等に当たって障がい者の利用の便宜を図ることを一層促進するものとする。 
３ 障がい者に対し災害情報が迅速かつ的確に伝達されるようにするための措置を講
ずるものとする。 
（２）市町村における公的機関（例：福祉事務所、病院、教育機関）、総合的な相談
支援センター、情報提供施設など手話通訳配置基準の拡大を求める。
【説明】
　◯市町村による正職員の雇用だけでは聴覚障害者は暮らしやすくならない、とい
う考え方が基本。聴覚障害者が暮らしやすくなるためには、相談や手話通訳業務を
担当する者が、公的機関（福祉事務所だけではなく、病院や学校にも必要）や情報
提供施設、聴覚障害者が相談できる機関である相談支援センターにいることが必要
ということ。
　◯現在の相談支援事業所は、聴覚障害者が利用しにくい（手話コミュニケーショ
ンに対応していない）ということが前提になっている。
（３）情報保障水準の向上を図り、手話通訳制度の担い手の定義をあらためる。※手
21 第三部
話通訳士を念頭に内容を検討する。
【説明】
　◯現行のコミュニケーション支援事業を定めている障害者自立支援法の規定によ
る地域生活支援事業の手話通訳者の定義「手話通訳士、手話通訳者、手話奉仕員」では、
聴覚障害者の社会参加や情報保障は不十分になる可能性が強い、という考え方が基
本。これは、入門講座を受講しただけの市民（＝手話奉仕員）が自主申告により登
録通訳者として手話通訳を担う場合がある、という現状を踏まえている。
　◯聴覚障害者の幅広い生活場面において十分な情報保障をするためには、どんな
場面でも対応できる高度な手話技術が、また個別性の強い聴覚障害者の言語力や生
活力に合わせて十分な情報保障（支援）をするためには、あらゆるＴＰＯに対応で
きる高度な支援技術が、それぞれ必要である。不十分な技術では不十分な情報保障
や支援しかできない。
　◯聴覚障害者の社会参加や生活場面の情報保障について公的制度として実施する
（責任を果たす）ためには、長期にわたる学習とトレーニングが必要な上記の高度な
技術を駆使する能力の有無を確認する必要があり、手話通訳士や手話通訳者（例：
統一試験合格）という有資格者を手話通訳制度の担い手とすることが求められる。
４　課題
①上記「対策」の裏付けとなるニーズのデータ整理
②上記「対策」を支える運動の展開
③正職員の雇用拡大のための交渉技法の開発（例：聴覚障害住民の暮らしやすさの
向上の具体的な明示、福祉事務所の定数拡大やそのときの交付税額増加措置の活用）
④公的機関、情報提供施設、相談支援センターへの手話通訳者の配置（雇用）拡大
のための交渉技法の開発（例：聴覚障害住民の暮らしやすさの向上の具体的な明示）
⑤上記施策を支えるだけの手話通訳者の数の確保（手話通訳養成事業の拡大実施）
⑥民間分野における情報保障のため、手話通訳分野における「合理的配慮」概念の
整理
⑦聴覚障害者のライフサイクル全体を見据えた体系的な支援のしくみの検討
